
「地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化事業」
公募説明会

令和８年３月

以下の内容は、令和８年度予算案の今後の国会審議の状況等により、変更する可能性があります。



1

地域教員希望枠を活用した
教員養成大学・学部の機能強化

背景・課題

事業内容

① 離島・へき地、特別支援教育、不登校対応、日本語教育等、特色ある実習校における早期からの学校体験
活動の充実等、地域課題に対応した教員養成カリキュラムの構築

② 特定分野に強みや専門性を有する教員養成プログラムの構築（教育DX、教育データの利活用、心理・福
祉、社会教育等）

③ 教員養成段階における留学の促進や海外大学と連携した教育課程の構築
④ 新しい学校づくりの有力な一員となり得る高度人材養成のための５年一貫プログラムの開発等、学部・教職
大学院の連携・接続の強化

⑤ 採用者数や免許状保持者が少ない免許種等に関する、広域的な養成機能・体制構築 等

＜地域課題に対応したコース・カリキュラム構築の例＞

文部科学省

教職課程を置く
各国公私立大学

教育委員会

補助 連携

補助イメージ

○子供たちへの質の高い教育を担う教師には、志ある優れた人材を得ることが必要。
○近年、公立学校の教員採用倍率は低下傾向。
○大学の教員養成段階から地域の教育委員会と連携・協働し、地域や現場ニーズに対応した
質の高い教師を、継続的・安定的に養成し、確保することが重要。

○全国的な教育水準の維持・向上に資する教師養成をミッションとする教員養成学部・大学と教育
委員会が連携・協働した教員養成の取組強化に係る経費を支援。

○大学入学者選抜における【地域教員希望枠】の導入や地域課題に対応したコース・カリキュラム構
築、高校生に対する特別プログラム構築・拡充し、大学における地域貢献機能を充実。

※複数の大学が連携・参画し申請することも可

・教員採用において大学推薦等による
特別選考の実施

・教職セミナー等の高大接続事業の展開

・大学入試において総合型選抜等を活用した
「地域教員希望枠」の適切な設定

・現場課題に即した育成プログラムの展開
・学校体験活動、現場体験の充実

大学入学前から教員採用に至るまでの
一貫した取組イメージ

大
学

教
育
委
員
会

大学入学前から教員採用に至るまでの一貫した取組を促進
地域課題に対応した教員養成プログラムの構築により、単なる大学の機能強化にとどまらず、
「令和の日本型学校教育」の牽引役として、成果を社会全体還元して社会的インパクトを創出する
とともに、地域の公教育の質を確保

・件数・単価：【既選定分】 単独事業 【上限】 970万円 （定額補助） 【件数】 30箇所
  複数大学連携事業 【上限】1,700万円 (定額補助)   【件数】   1箇所

【新規】  単独事業 【上限】 970万円 （定額補助） 【件数】 15箇所
複数大学連携事業 【上限】1,700万円（定額補助） 【件数】   1箇所

・補助期間：令和６年～令和10年（最長５年）、事業３年目に中間評価を実施
・対象：教職課程を置く各国公私立大学

令和８年度予算額（案） 451百万円
（前年度予算額 451百万円）

抜粋版
※金額には事務費を含む。



地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化事業(令和８年度選定)年次計画（イメージ）
R７年度
（０年目）

現
在
「
地
域
教
員
希
望
枠
入
試
」
を
実
施
し
て
い
な
い
大
学

R９年度
（２年目）

R10年度
（３年目）

R11年度以降
（４年目以降）

選定

高校生向け
セミナー構築・拡充

特別プログラム
構築・拡充

地域教員希望枠入試、特別選考等の定着事業開始

地域枠検討 ２年前ルール

教員採用に関する特別選考等の検討・実施

在学中の希望学生に対して
教育プログラムを先行実施

地
域
枠
入
試

R８年度
（１年目）

現
在
「
地
域
教
員
希
望
枠
入
試
」
を
実
施
し
て
い
る
大
学

教育プログラム履修

高校生向け
セミナー構築・拡充

特別プログラム
構築・拡充

地
域
枠
入
試

教育プログラム履修

セミナー等実施 セミナー等実施

セミナー等実施 セミナー等実施

教員採用に関する特別選考等の検討・実施

高校生向け
セミナー等実施

特別プログラム
構築・履修

特別選考実施
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選定件数及び補助期間(公募要領P２）

① 単独事業 １５件程度

② 連携事業   １件程度

• ただし、申請の状況等により予算の範囲内で調整を行うことが
あります。

• 連携事業とは、複数の大学が連携して取り組み、連携大学にお
いても地域教員希望枠入試の実施や特別な教育プログラム等
を実施する事業を指します。

【事業期間】

①単独事業、②連携事業ともに令和10年度までの最大３年間。

• ただし、国の財政状況等によりこれを必ず保証するものではな
く、毎年度の評価等結果にもよります。

以下は公募要領の主な抜粋であり
申請に当たっては要領本文等も参照とすること
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申請額(公募要領P２）

【補助基準額】

① 単独事業 9，700千円（年間）

② 連携事業 17，000千円（年間）

• 審査に当たり、計上している額の多寡のみで優劣が生じることはありません。

• 総事業費が補助金基準額を超える場合、補助基準額との差額は自己負担と
なります。

• 本事業は取組の定着化を促す観点から補助基準額は、事業３年目の補助基

準額は２／３程度に逓減させることを予定しています。

• 上記によらず、補助基準額については、予算の範囲内で調整する場合があり

ます。

【補助対象経費】

設備整備費、旅費、人件費、事業推進費 等

以下は公募要領の主な抜粋であり
申請に当たっては要領本文等も参照とすること
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申請資格等(公募要領P３～４）

① 申請日時点で教職課程の認定を受けている学科等を有する国公私立大学を対象

とします。

② 事業者は設置者、申請者は学長とし、事業への申請は、文部科学大臣宛てに行う

こととする。

③ 申請は、大学を単位とします。それ以外の単位（学部、学科、研究科、専攻、専攻課

程）で申請することはできません。

④ なお、複数の者が共同で補助事業を実施する場合は、主となる一つの者を補助事

業者として補助金が交付されます。連携事業の場合も同様に、主となる一つの者

を補助事業者として補助金が交付されます。

⑤ 事業の趣旨・目的を踏まえ、本事業は67都道府県・指定都市教育委員会又は大阪

府豊能地区教職員人事協議会（以下「教育委員会等」という。）のいずれか又は複

数の教育委員会との連携を必須とします。

⑥ 地域教員希望枠入試が導入又は令和10年度実施の令和11年度入試までの導入

計画を有することを必須とします。

以下は公募要領の主な抜粋であり
申請に当たっては要領本文等も参照とすること
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公募期間及び提出方法(公募要領P８）

【公募期間】

令和８年３月２７日～令和８年4月２７日 17時

【提出方法】

① 公募要領記載のURLに計画書をアップロード

② アップロードした旨を文部科学省宛てにメールにて連絡

③ 文部科学省はメール受信確認後、翌営業日中に受領通知

以下は公募要領の主な抜粋であり
申請に当たっては要領本文等も参照とすること

• 補助対象経費は、事業を実施するために必要な経費であり、交付決定後に支出し
た経費に限る。事業を実施するために必要な経費であっても、交付決定前に契
約・発注を行った経費については補助の対象とならないので注意すること。
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今後のスケジュール（交付要領P12～13）、審査の流れ（審査要項P2）
以下は公募要領の主な抜粋であり

申請に当たっては要領本文等も参照とすること

公募締切 令和８年３月２７日～令和８年4月２７日 17時

選定結果通知 令和８年6月頃

交付決定 令和８年6月～７月頃

＜審査の流れ（イメージ）＞
公募要領・審査要項の決定（委員会）

⇓
申請資格の確認（文部科学省）

⇓
書面審査（委員会）

⇓
面接審査（委員会）※必要がある場合のみ実施

⇓
書面審査及び面接審査の結果に基づき、合議審査により選定候補を決定（委員会）

⇓
選定事業を決定（文部科学省）

公募説明会 ４月３日 
質問受付期間～ ４月13日※

※Formsにて受付、電話不可
※回答はQA更新にて対応します
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審査の観点(審査要項P３～）

1. 補助事業の必要性・事業計画

⑦ 本事業で要求される取組を申請時点で独自に始めているか。（取組について、

報道含む第三者からも良い取組として情報発信されている場合、構想がより実

効性があると判断されることがある。）

３. 事業の実施計画について

③ 補助基準額の逓減を踏まえた計画となっており自走化に向けた構想を有して

いるか。申請経費の内容が、実施計画に照らして妥当かつ効果的であり、無駄が

ないか。（自己財源や外部資金（自治体・教育委員会の財源による人員派遣等）の

利用が計画上明らかな場合、自走化に向けた構想により実効性があると判断さ

れることがある。）

④ 高校段階の取組から、入試、教育プログラム、採用まで結びついていることが

確認できるか。

以下は審査要項の主な抜粋であり
申請に当たっては要項本文等も参照とすること
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よくある質問①

＜問＞令和11年度入試において地域枠入試の導入計画があることが必須か。

＜答＞公募要領に記載のとおり、地域教員希望枠入試を新たに設ける場合は、令

和10年度実施の令和11年度入試までに開始すること。そのため、入試に関して令

和８年度に公表・周知する必要がある。

＜問＞大学が所在する都道府県とは異なる場所に所在する教育委員会と連携する

ことは可能か。 

＜答＞可能。（本事業は 67 都道府県・指定都市教育委員会又は大阪府豊能地区教

職員人事協議会のいずれか又は複数の教育委員会との連携を必須とする。）

文部科学省HPにて随時Q&Aを更新中

９
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